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【手続補正書】
【提出日】平成24年6月12日(2012.6.12)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　貨幣を収納し、貨幣を出金または入金する貨幣処理本体機と、該貨幣処理本体機と通信
可能に接続され、該貨幣処理本体機とは別に貨幣を収納保管する貨幣処理端末機と、を備
えた貨幣処理システムであって、
　前記貨幣処理端末機は、
　使用者情報を取得する使用者情報取得手段と、
　前記使用者情報取得手段が取得した使用者情報と、前記貨幣処理本体機において許可者
として設定された使用者の使用者情報と、の照合結果を得る使用者識別手段と、
　操作情報を取得する操作情報取得手段と、
　前記操作情報取得手段が取得した操作情報と、前記貨幣処理本体機において許可操作と
して設定された操作の操作情報と、の照合結果を得る操作識別手段と、
　前記使用者識別手段において得られた照合結果、及び、前記操作識別手段において得ら
れた照合結果に基づいて、前記貨幣処理端末機を使用可能状態と使用不可能状態との間で
切り換える制御手段と、
を有していることを特徴とする貨幣処理システム。
【請求項２】
　前記操作情報は、入出金操作毎に設定される操作情報である
ことを特徴とする請求項１に記載の貨幣処理システム。
【請求項３】
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　前記操作情報は、入出金操作毎に設定される操作番号であり、
　前記操作情報取得手段は、前記操作番号を入力する入力装置である
ことを特徴とする請求項２に記載の貨幣処理システム。
【請求項４】
　前記貨幣処理本体機は、通信機能を利用して、前記操作情報取得手段において得られた
操作情報に対応する入出金データを前記貨幣処理端末機に転送する機能を有している
ことを特徴とする請求項２または３に記載の貨幣処理システム。
【請求項５】
　前記貨幣処理本体機は、許可者に対して操作情報を提供する機能を有している
ことを特徴とする請求項１乃至４のいずれかに記載の貨幣処理システム。
【請求項６】
　前記貨幣処理本体機は、許可者に対して操作情報を提供するために、操作情報が表示さ
れたレシートを発行するレシート発行装置を有している
ことを特徴とする請求項５に記載の貨幣処理システム。
【請求項７】
　前記貨幣処理本体機は、通信機能を利用して前記貨幣処理端末機の在高データを確認及
び／または精査するための在高データ遠隔確認部を有している
ことを特徴とする請求項１乃至５のいずれかに記載の貨幣処理システム。
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